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1 はじめに

2 我が国では、全国的な高速道路ネットワークや首都高速道路をはじめとする

3 都市高速道路が高度経済成長を支えてきたが、最初の開通から50年を迎え、

4 現在、老朽化への対応や、整備重視から利用重視の料金への転換などが大き

5 な課題となっている。

6 こうした状況の中で、本部会による中間答申（平成25年6月）においては、

7 ・高速道路ネットワークの強化・利用のあり方

8 ・維持管理・更新への取組

9 ・料金制度のあり方

10 ・大都市圏の料金体系のあり方

11 について方向性を示したところであり、更新等については道路法等が改正され

12 （平成26年5月）、料金制度の再編については全国の料金水準の整理と割引の

13 再編（同年4月）を行うなど、着実な対応がなされているものと認識している。

14

15 本部会は、残る課題である、高速道路ネットワークの効果的・効率的な利用や

16 大都市圏の料金体系に関する施策の具体化に向けて、中間答申以降、更に議

17 論を深めてきた。

18 我が国の現状に目を向ければ、異次元の高齢化や、物流や観光等における

19 グローバリゼーションの進展など、急速に変化が起きており、これに対し、経済や

20 国民生活を支える基礎的な施設である道路は、ネットワークの最適利用などを

21 進めることにより、経済・社会システムのイノベーションを創出していくことが期待

22 されている。

23 また、道路を取り巻く現状を見ると、特に

24 ・圏央道をはじめとする環状道路の整備により、複数の経路選択を可能と

25 する高速道路ネットワークが進展

26 ・ICTの革新により、道路交通に関するビッグデータを効率的に収集するこ

27 とが可能となり、道路利用の効率化のために必要な道路交通状況を把握

28 できる環境が進展

29 しつつあり、依然として暫定2車線区間を抱えるなど十分とは言えない面があるも

30 のの、我が国の道路政策は、混迷の10年を経た今、「いかに整備・維持するか」

31 に加え、「いかに利用するか」という新たな課題に本格的に向き合い、確実に取

32 組を進めるべき時期を迎えている。

33 また、東京オリンピック・パラリンピックの開催が2020年に予定され、首都圏を

34 中心として世界からの注目が集まる中、我が国が道路を賢く使うトップランナーと

35 なることを世界に対して発信できる絶好の機会を迎えることとなる。

36 本基本方針は、こうした共通認識の下、関係団体へのヒアリングを通じて、様

37 々なご意見を頂いた上で、本部会として、高速道路を中心とした「道路を賢く使

38 う取組」についてとりまとめたものである。
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1 １．道路をより賢く使うための取組
2 高速道路ネットワークの構築が進展する一方で、これまでに整備され、既に利
3 用されている道路の機能が十分に発揮されていないこともあり、渋滞や事故等
4 の社会的な損失が生じている。このため、財政的・空間的な制約下においてこ
5 れに対応するにあたっては、今ある道路の運用改善や小規模な改良等により、
6 道路ネットワーク全体としてその機能を時間的・空間的に最大限に発揮させる
7 「賢く使う取組」が重要である。
8

9 （１）賢く使う取組
10 道路を賢く使う取組を進めるにあたっては、我が国が直面する課題に対す
11 る今後の国土づくりの考え方を踏まえた上で、道路における課題を整理し、取
12 り組むべき内容を検討していく必要がある。この考え方を基本として、道路を
13 賢く使う取組について、以下のとおりとりまとめた。
14

15 １）目指すべき国土の姿を踏まえた取り組むべき道路政策
16 「国土のグランドデザイン2050」（平成26年7月公表）や現在進められてい
17 る「国土形成計画」の改定に関する議論において、我が国が直面する①急
18 激な人口減少・少子化や異次元の高齢化の進展、②グローバリゼーション
19 の進展、③巨大災害の切迫、④深刻なインフラの老朽化という危機に対し、
20 国土づくりの方向性として、
21 ・都市の機能を一定のエリアに集約化し、各地域をネットワーク化する「コ
22 ンパクト＋ネットワーク」により、新しい集積を形成し、国全体の生産性を
23 向上
24 ・国と地方の連携により、戦略的に各地域の成長産業を育成しつつ、大
25 量生産・大量消費モデルからの脱却を図り、地域の産業競争力を強化
26 ・災害発生時に、人命を守り、致命的なダメージを受けない国土を構築
27 ・総合的・一体的なインフラマネジメントにより、戦略的に維持管理・更新
28 を実施
29 との考え方が示されている。
30 道路は、こうした新しい国土形成を着実に進める上で、例えば、「コンパ
31 クト＋ネットワーク」において、拠点のコンパクト化を支えるとともに、圏域間
32 や拠点内外の連携を促進するなど、重要な役割を果たすものである。
33 この際、ICTも積極的に活用しつつ、経済・社会システムの基盤である道
34 路の高度化、高質化を進めることで、
35 ①生産・製造、加工、流通、販売など、様々な分野で新たな産業のプラッ
36 トフォームを提供し、雇用を創出する
37 ②鉄道、航空、船舶などの各交通モードを結節する道路の機能強化に
38 より、道路が他の交通モードと賢く連携することで、交通全体をうまく機
39 能させ、これまで以上の人流・物流の活性化を促す
40 ③地域の重層的なネットワーク化を進めることにより、平常時、災害時を
41 問わず、世界最高レベルの安全・安心な道路マネジメントを実現する
42 などにより、異次元の高齢化や、物流や観光等におけるグローバリゼーショ
43 ンの進展など急速な変化に対し、我が国の経済・社会システムの新たなイノ
44 ベーションを創出することが期待されている。
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1 ２）道路の使い方の課題
2 これからの道路政策においては、我が国が危機に直面する中で、経済・
3 社会の発展の可能性を最大限に広げるため、必要な道路の機能強化を図
4 るとともに、その使い方を徹底的に洗い直し、これまでにない賢い利用を実
5 現する必要がある。
6 しかしながら、我が国の道路は、他国と比較して車線数が少ないなど、依
7 然としてネットワークが貧弱であり、加えて、そのネットワークを十分に使い
8 切れていない状況にある。
9 具体的には、交通需要の時間的・空間的な偏在により、特定の時間帯や
10 時期に、特定の箇所や路線で渋滞が発生するなど、利用者の視点から見
11 れば、走行性や安全性、使いやすさ、地域との連携について、以下のよう
12 な課題がある。
13

14 ①円滑に走行できない（走行性に関する課題）
15 ・局所的な容量不足や交通需要の偏在による渋滞により速度が低下
16 ・あらかじめ遅れを見込んだ移動の必要があるなど、時間信頼性が低い
17 ②安全に利用できない（安全性に関する課題）
18 ・生活道路に通過交通等が入り込み、事故の危険性が増大
19 ・自宅周辺で歩行者、自転車の事故が多発
20 ・高速道路における立入りや逆走などの誤進入の発生
21 ・高速道路の暫定2車線区間などにおける事故の発生
22 ・事故・悪天候時における長時間の通行規制
23 ・災害時に通行可能なルートに関する情報が不足
24 ③使いにくい（使いやすさに関する課題）
25 ・分かりにくい案内、外国人にとって不親切な案内
26 ・休憩施設やガソリンスタンドの不足
27 ・鉄道、航空、船舶等の他の交通モードとの不十分な連携
28 ④地域へのアクセスが不十分（地域との連携に関する課題）
29 ・高速道路の出入口が少ないことにより、地域によってはうまく高速道路
30 を利用できない
31

32 例えば、我が国においては、自動車が渋滞に巻き込まれている時間が
33 全走行時間の約4割を占めており、約2割である欧米と比較しても、大きな
34 社会的な損失が生じている。また、事故については、我が国の歩行中・自
35 転車乗用中の死者数は10万人あたり2.2人となっており、例えば、イギリスの
36 0.9人、フランスの1.0人の2倍以上である。
37 このような現状に対し、人口減少が予想される中で国全体の生産性を向
38 上させることや、安全・安心を確保する観点からも、賢く使う取組により、道
39 路の機能を最大限に活用し、渋滞や事故などの課題を解決することが有効
40 であり、積極的に取り組むことが必要である。
41 なお、ドライバーの視点に限らず、例えば沿道環境の改善や地球温暖化
42 対策など、歩行者、住民等の視点からも道路の課題を検討し、その解決も
43 図っていくことが重要である。
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1 ３）高速道路を中心とした「道路を賢く使う取組」の基本的な考え方

2 これまでの道路行政においては、道路の使い方の課題に対して、柔軟な

3 制度運用や技術的工夫の観点から、必ずしも十分な取組がなされてきたと

4 は言えない状況であった。

5 今後は、円滑、安全、快適で、地域の活力向上にも資する道路交通サー

6 ビスを実現し、経済・社会の発展に寄与するため、以下の考え方を基本とし

7 て賢く使う取組を推進する必要がある。

8

9 ＜基本的な考え方＞

10 ・道路の使い方の課題を踏まえれば、より賢く使う上で、一般道路と比較

11 して安全で環境にやさしい高速道路の交通量の分担率を、少なくとも欧

12 米並みにする等、適切に引き上げることが最も有効であり、これにより、

13 生活道路も含めた道路ネットワーク全体の最適利用の実現を図るべき

14 である。

15 ・このため、ICTや料金施策などを活用しつつ、特に高速道路のパフォー

16 マンスを向上するための運用改善や小規模な改良等を中心に、賢く使

17 う取組を推進する必要がある。なお、料金施策を活用した取組について

18 は、三環状道路の整備が進捗している首都圏を対象に議論を進めてお

19 り、別途、「２．首都圏の高速道路を賢く使うための料金体系」で詳述す

20 る。

21 ※ 高速道路の死傷事故の発生率は、一般道路の10分の1

22 ※ 高速道路の二酸化炭素の排出量は、一般道路の3分の2

23 ※ 諸外国の高速道路の交通量の分担率：

24 アメリカ：33%、フランス：30%、ドイツ：31%、日本：16%

25 ※ 我が国の高速道路の交通量の分担率を30％に上げた場合に想定される効果：

26 死 者 平成24年 約4,400人 → 600人減

27 負 傷 者 平成24年 約80万人 → 20万人減

28 消費燃料 平成24年 約8,000万kl → 400万kl減

29 渋滞損失 平成24年 約50億人・時間 → 7億人・時間減

30

31 ＜目標の設定＞

32 ・この基本的な考え方に即した賢く使う取組の確実な推進とともに、取組

33 状況を確認し、取組内容を検証するため、例えば、渋滞を現状から半

34 減して欧米並みにする等、道路交通サービスの水準についての目標を

35 掲げることが重要である。

36 ※ 欧米の主要都市における渋滞損失は移動時間の約2割（日本：約4割）

37

38 道路を賢く使う取組については、渋滞や事故など我が国と同様の課題を

39 抱える諸外国への展開を視野に入れつつ、道路が経済・社会システムのイ

40 ノベーションを創出し、我が国が道路を賢く使う世界のトップランナーとなる

41 という意気込みを持ち、先進的・先端的な取組に挑戦すべきである。
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1 ４）高速道路を主な対象とした具体的な取組に向けて
2 道路の使い方の課題を解決するため、今後さらに充実が見込まれるビッ
3 グデータを活用しつつ、賢く使う取組を具体的に推進する必要がある。
4 個々の取組は、今後行政が中心となって、各方面の意見を聞きながらと
5 りまとめるべきであるが、本部会での議論を通じて提案された、短期的・中
6 期的に取り組むべき施策を中心に、具体的な施策を以下に示す。
7 なお、行政などにおいて、ICTを活用しつつ、効率的に道路の課題を把
8 握した上で、運用改善や小規模な改良等による更なる機能の向上に取り組
9 むなど、一層の効果的・効率的な道路利用を目指して、本施策に限らず、
10 先進的・先端的な取組に挑戦し、利用者が道路を賢く使うことができる環境
11 を整えることを期待する。
12 また、個々の取組の実施にあたっては、課題の共有、解決策の検討、実
13 施状況の確認などについて、施策の内容や広がりに応じて、関係者と連携
14 するとともに、利用者にも協力を求めることにより、実効性を高めつつ推進し
15 ていくことが重要である。
16

17 ＜円滑な走行を実現するための取組＞
18 ①科学的な分析に基づく集中的な対策によるボトルネックの解消
19 ・渋滞要因の分析手法を確立し、ボトルネック箇所とその要因を把握した
20 上で、車線運用の見直しや付加車線の設置等により、ボトルネックを解
21 消する必要がある。
22 ・特に、首都圏においては、ボトルネック箇所を速やかに特定し、その交
23 通状況等について分析を行った上で、東京オリンピック・パラリンピック
24 を見据えて、適切な対策を講じていくことが必要である。
25

26 ②ETC2.0を活用した本格的な交通需要マネジメントへの移行
27 ・時間的・空間的に偏在する交通需要に対して、既存の道路ネットワーク
28 を最大限活用する観点から、ICTを活用して、渋滞ピークの平準化や環
29 状道路への迂回促進、事故の削減を図るなど、新たな交通需要マネジ
30 メントを実施することが重要である。
31 ・この際、迂回等に協力した場合でもメリットを享受できるよう配慮しつ
32 つ、より多くの利用者に参画を促すことが必要である。
33 ・具体的には、継続的な交通モニタリングと情報提供が一元的に可能な
34 ETC2.0を活用し、
35 ・視覚的に理解しやすい前方道路上の画像やリアルタイムのプロー
36 ブ情報による広域かつ高精度な事故・渋滞情報など、渋滞に関す
37 る詳細な情報提供
38 ・効率的な経路選択を促すための混雑状況に応じた機動的な料金
39 の導入
40 などにより、利用者の適切な経路選択を促し、需要側から交通流全体
41 の最適化を図るなど、動的ネットワークマネジメントを実現することが重
42 要である。
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1 ＜安全を確保するための取組＞

2 ③高速道路の更なる活用促進による生活道路との機能分化

3 ・生活道路を含めた道路ネットワーク全体の最適利用を図る観点から、

4 高速道路のパフォーマンスを向上させること等により、高速道路への交

5 通の転換を促進し、これにより生活道路への通過交通の流入を低減さ

6 せるとともに、生活空間の環境改善を進めるべきである。

7 ・また、市街地部に限らず、峠など地形が険しい地域においても、並行す

8 る一般道路は高速道路に比して線形が悪く事故が発生しやすい場合

9 が多いことから、料金施策なども含め、良好な線形が確保されている高

10 速道路の分担率を適切に高める取組が重要である。

11 ・なお、高速道路への転換の促進にあたっては、スリップや車線逸脱を

12 抑止する舗装や路面標示などに加えて、高齢化の進展を踏まえ、重大

13 事故につながる可能性の高い歩行者・自転車の立入りや自動車の逆

14 走の防止対策などを実施するとともに、自動車分野で研究開発が進め

15 られている自動運転技術と連携を図ることにより、高速道路の安全性を

16 より一層高めていくことが重要である。

17

18 ④備えの重点化と連携の強化による通行規制時間の最短化

19 ・悪天候において、高速道路が、並行する一般道路よりも早い段階で通

20 行止めとなり、一般道路に交通が集中して過大な負担がかかる場合が

21 あることから、高速道路において、通行止めを極力回避するとともに、や

22 むを得ず通行止めとした場合であっても、例えば、大雪時は早期に通

23 行止めとし、除雪後なるべく早くその通行止めを解除するなど、通行規

24 制時間をできる限り短縮するべきである。具体的には、関係機関と連携

25 し、通行止め頻発箇所の特定とその対策、通行止めに備えた人員や資

26 機材の確保などの体制の強化、早期解除策の充実などに取り組む必

27 要がある。

28 ・交通事故の処理について、所要時間の信頼性が求められる拠点空港

29 へのアクセス道路等を中心に、警察、消防等の関係機関との協働によ

30 り、現場見分や事故車処理等、事故処理の各段階における時間短縮を

31 図り、交通への影響を最小化すべきである。

32 ・悪天候・事故等への効果的・効率的な対応の観点から、管理主体の枠

33 を超えた一体的な道路管理のため、異なる高速道路会社等が相互に

34 連携を図ることが必要である。

35 ・災害時の迅速な道路啓開を可能とするため、例えば、首都直下地震時

36 の道路啓開計画として策定した〝八方向作戦″の確実な実施に向け

37 て資機材確保や実動訓練に取り組むなど、全国において、想定される

38 災害に対し、関係機関と連携の上、事前の準備を整える必要がある。



7

1 ＜使いやすさを向上するための取組＞

2 ⑤最新の社会ニーズに対応した案内、休憩等のサービスの向上

3 ・高速道路の休憩施設・ガソリンスタンド等について、有料区間・無料区

4 間にかかわらず、案内の充実等による高速道路外の施設活用も含め、

5 一定のサービス水準の確保を図る必要がある。

6 ・この際、燃料電池自動車など、環境負荷低減のための新たな技術に合

7 わせ、燃料等の供給設備の休憩施設への設置や高速道路外の設備の

8 利用についても、配慮することが必要である。

9 ・政府が目標とする2030年の訪日外国人旅行者数3,000万人を見据え

10 て、案内表記の英語化等を進めるとともに、新たな観光需要を喚起する

11 ため、地域のイメージに大きな影響を与える高速道路の構造物などの

12 建設や更新などの際に、デザインの高質化を進めるべきである。

13 ・運送業などにおける女性の更なる活躍を支える観点から、休憩施設に

14 ついて、女性が利用しやすい環境を充実させることが重要である。

15

16 ⑥交通機関相互のシームレス化による人流・物流の活性化

17 ・都市間競争の激化や国際観光需要の拡大など、グローバリゼーション

18 の進展に対し、鉄道、航空、船舶等を含めた交通ネットワーク全体の中

19 で各交通モードを結節している道路の役割を踏まえれば、よりシームレ

20 スな移動や輸送を実現する観点から、空港・港湾等の交通拠点へのア

21 クセス性をより向上させる必要がある。

22 ・また、リニア中央新幹線をはじめとする新幹線鉄道については、その高

23 速性により駅間隔が広いため、空港と同様に利用圏域が広大となり、利

24 用において高速道路がより重要な役割を果たすことが期待されることか

25 ら、今後、国が中心となり、駅などの交通拠点と一体となった道路整備

26 などにより、道路の交通結節機能を高め、人流・物流の活性化を図るこ

27 とが重要である。

28

29 ＜地域との連携促進のための取組＞

30 ⑦高速道路と施設との直結等による地域とのアクセス機能の強化

31 ・スマートIC等を柔軟に追加設置することにより、高速道路から物流拠点

32 や観光拠点等へのアクセス向上や、「コンパクト＋ネットワーク」の考え

33 方による機能の集約化・高度化、既存のIC周辺の渋滞緩和を図ること

34 が必要である。

35 ・特に、高速道路の近傍に位置する大規模な物流拠点や工業団地、商

36 業施設等については、高速道路の利用促進や利便性の向上による地

37 域活性化の観点から、適切な負担の下、スマートIC等を活用した高速

38 道路と施設の直結を進める必要がある。
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1 （２）賢く使う取組を支えるために進める施策

2 １）主要幹線ネットワークの強化

3 道路を賢く使う取組を推進する上で、優先順位を明確にしながら、現道

4 活用などによりコスト縮減を図りつつ、車線数の増加を含め、高速道路や国

5 道を中心とした主要幹線ネットワークの強化を進めることが重要である。

6

7 ①ネットワークの強化

8 ・「コンパクト＋ネットワーク」の考え方に基づき、アジア諸国との連携強化

9 も意識しながら、圏域間や拠点内外の連携を促進するとともに、災害時

10 にリダンダンシーを確保するため、主要幹線ネットワークにおけるミッシ

11 ングリンクの解消を速やかに進める必要がある。

12 ・大都市圏においては、都市機能の強化や災害時における緊急輸送道

13 路の確保の観点から、圏央道等の環状道路の整備を進めるとともに、

14 渋滞状況を踏まえ、ボトルネック対策などの賢く使う取組と連携しなが

15 ら、既存の高速道路ネットワークを補完する主要幹線道路の強化が必

16 要である。

17

18 ②暫定2車線区間の賢い機能強化

19 ・高速道路における暫定2車線区間については、諸外国にも例を見ない

20 特殊な構造であり、対面交通の安全性や走行性、東日本大震災時など

21 の対応、積雪時の狭隘な走行空間を考慮しても、その状態を長期間継

22 続すべきではない。

23 ・単に4車線化に取り組むだけでなく、低速車両対策等として効果的な追

24 越車線の設置や3車線運用など、道路を賢く使う観点を踏まえながら、

25 本来の機能を確保するための工夫が重要である。

26 ・なお、暫定区間の車線数の増加にあたっては、2車線運用時の交通状

27 況を踏まえつつ、運転者の安心や快適性、走行性を高める観点から、

28 透明性を確保しつつ、機動的に対応することが必要である。

29

30 ２）持続的な利用を可能とするための効果的・効率的な機能確保

31 賢く使う取組を進めるためには、高速道路などの主要幹線ネットワークの

32 持続的な利用が前提となることから、優先順位を明確にしつつ、戦略的に

33 維持修繕・更新を進める一方、その他の道路については、利用状況等を踏

34 まえつつ、必要に応じて道路機能の集約化を進めることが重要である。

35 なお、全国的かつ根幹的な幹線道路ネットワークを構成している高速道

36 路や都市高速道路については、これまでの整備の経緯にかかわらず、一

37 体的かつ安定的にその機能を発揮できるよう、道路の位置付けの整理等に

38 より、国が主体的な役割を果たすべきである。
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1 また、大型車の通行は、構造物の老朽化に大きな影響があることから、

2 経済的なインセンティブなどを活用しながら、経路把握により、外側の環状

3 道路など望ましい経路へと誘導するとともに、適正利用者には許可手続を

4 簡素化し、違反者には罰則を含めたペナルティを科すことで、荷主や運送

5 事業者の意識改革と連携しつつ、利用の適正化を図ることが重要である。

6

7 ３）道路交通状況のきめ細やかな把握

8 道路の機能を最大限に発揮し、賢く使うためには、その使われ方を、面

9 的な広がりや時間的な変化も含め、きめ細やかに把握・分析することが必

10 要である。このため、概ね5年に一度実施してきた道路交通センサスを中心

11 とする現状の道路交通調査体系について、ICTの進展に合わせ、ゼロベー

12 スで見直すことが必要である。見直しにあたっては、主要幹線ネットワーク

13 をはじめとした道路交通状況のきめ細やかな把握に向け、今後の道路交通

14 調査において「常時把握」、「経路把握」、「関連調査の活用」を基本3原則

15 として、

16 ①ETC2.0などのICTを有効に活用して、道路交通を効率的に、常時か

17 つ精緻に把握する

18 ②ETC2.0の普及や機器増設等の情報収集環境の充実などにより、経路

19 情報等を把握する

20 ③交通需要マネジメント等を進めるにあたり、道路交通だけでなく、公共

21 交通の利用状況等を含め、他の調査・データとの連携を図るとともに、

22 例えば、沿道の立地や、沿道への立ち寄り状況、物流における積載物

23 の内容とその発着地など、交通行動の背景も把握する

24 ことが重要である。

25 なお、利用者から経路等の情報を収集するにあたっては、

26 ・情報のフィードバックにより、道路利用履歴の把握や車両の運行管

27 理など、情報提供者が情報を有効に活用できる環境を構築する

28 ・収集した情報を用いた道路を賢く使う取組の実施が、情報提供者の

29 みならず、多くの利用者にとって有益であることについて、広く理解を

30 得る

31 ・把握した渋滞などの道路交通の状況を定期的にとりまとめて広報を

32 行うことにより、道路交通サービスの現状を伝えていく

33 ことなどを通じ、利用者からの積極的な情報提供を促すことが必要である。

34 また、民間データの活用も含め、効率的に必要なデータを取得できるよう

35 留意するとともに、プライバシーの保護や、セキュリティ対策に配慮しなが

36 ら、交通関連のデータをオープン化することを検討する必要がある。
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1 ２．首都圏の高速道路を賢く使うための料金体系

2 首都圏の高速道路は、

3 ・都心部の渋滞緩和のために整備された首都高速

4 ・大都市圏を連絡するなど、国土開発のために整備された東名高速等

5 ・既存の国道の渋滞緩和や事故削減等のために整備された京葉道路等

6 が相互に接続することにより形成された道路ネットワークであり、昭和30年代から

7 今日まで順次整備が進められてきた。

8 このような整備の経緯などにより、首都圏の料金体系は、結果として路線毎に

9 決定された料金体系を寄せ集めてつなぎ合わせたものとなっており、首都圏の

10 道路ネットワークを賢く使うような料金体系にはなっていない。このため、三環状

11 を中心としたネットワーク整備の進展に合わせて、東京オリンピック・パラリンピッ

12 クの開催時期を念頭におきながら、抜本的な見直しにより、賢く使うための料金

13 体系へと変革すべきである。このような考え方により、首都圏の料金体系につい

14 て、以下のとおりとりまとめた。

15 ・首都圏道路ネットワーク整備の経緯：

16 昭和30年代 都心部の渋滞緩和のための首都高速、大都市圏を連絡するなど、国土

17 開発のための東名高速等、既存の国道の渋滞緩和や事故削減等のた

18 めの京葉道路等について、それぞれ整備を推進

19 昭和40年代 上記３種類の道路が相互に接続

20 昭和50年代 環状道路の整備に着手（放射方向に整備した高速道路との接続開始）

21

22 （１）現行の料金体系の課題

23 首都圏の現行の料金体系においては、以下のとおり、利用者が既存の道

24 路ネットワークを賢く使うことが困難であるという課題が顕在化している。

25 ・整備の経緯の違い等から、料金水準や車種区分等が路線や区間によっ

26 て異なるため、利用者にとって分かりにくく、使いにくい。

27 ・料金水準等の相違の結果として、圏央道を経由するよりも都心部を経由し

28 た方が料金が安くなるなど、経路による差異が生じており、これにより非効

29 率な経路選択が生じている。

30 ・圏央道や横浜横須賀道路等における他の路線と比べて高い料金水準

31 や、管理主体が異なる高速道路を跨いで利用する際に課されるターミナ

32 ルチャージ等による割高感があり、高速道路の交通量の分担率引上げの

33 支障となっている。

34 ・料金水準の違いの例 ：第三京浜 15.7円/km ⇔ 東名高速 36.6円/km

35 ⇔ 圏央道（海老名～久喜白岡JCT） 43.2円/km

36 ⇔ 横浜横須賀道路 44.0円/km

37 ・車種区分の違いの例 ：東名高速 5車種（軽自動車等、普通車、中型車、大型車、特大車）

38 ⇔ 首都高速 2車種（普通車、大型車）

39 ・経路による料金差の例 ：東名高速・厚木IC～東北道・久喜IC

40 圏央道経由 3,770円 ⇔ 首都高速経由 3,180円
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1 （２）今後の料金体系のあり方

2 今後の首都圏の料金体系については、高速道路がその機能を最大限に発

3 揮し、道路ネットワーク全体を賢く使うことができる「三環状時代の新たな料金

4 体系」の確立に向けて、以下のとおり整理すべきである。

5

6 １）圏域共通の新しい料金体系の確立

7 「首都圏料金の賢い３原則」として、賢く使うための合理的な料金体系の

8 理念を以下のとおり整理した。この理念を基本として、現行の料金体系を見

9 直し、圏域内において共通する新しい料金体系を確立することが必要であ

10 る。

11 ①利用度合いに応じた公平な料金体系

12 ・受益者負担の考え方に立ち、対距離制を基本とした公平な料金体系

13 ②管理主体を超えたシンプルでシームレスな料金体系

14 ・管理主体間の継ぎ目を感じることなく利用することが可能となる、シンプ

15 ルでシームレスな料金体系

16 ③交通流動の最適化のための戦略的な料金体系

17 ・高速道路及び一般道路により構成されるネットワーク全体を交通状況

18 に応じて効率的かつ柔軟に利用するための戦略的な料金体系

19

20 ２）実現に向けた取組

21 公平な料金体系、シンプルでシームレスな料金体系、戦略的な料金体

22 系を実現するためには、以下の3つの取組を進めることが必要である。

23

24 ①料金体系の整理・統一（公平な料金体系）

25 ・公平な料金体系を実現するため、料金水準や車種区分について、対

26 距離制を基本としつつ、首都圏における統一を図るべきである。これに

27 伴い、現行の均一料金区間や、完全な対距離制となっていない首都高

28 速等を含めて見直す必要がある。

29 ・なお、具体の料金水準については、高速道路ネットワーク全体における

30 公平性や、首都圏における交通の状況等を考慮し、高速自動車国道

31 の大都市近郊区間における現行の料金水準を参考に、高速道路会社

32 の経営努力も促しつつ、債務の確実な償還の観点も踏まえ、検討を進

33 めるべきである。



12

1 ②起終点を基本とした継ぎ目のない料金の実現

2 （シンプルでシームレスな料金体系）

3 ・首都圏においては、道路ネットワークを一体として捉え、道路交通や環

4 境等についての都心部の政策的な課題を考慮し、外側の環状道路の

5 利用が料金の面において不利にならないよう、経路によらず、起終点間

6 の距離を基本に料金を決定すべきである。

7 ・具体的には、例えば圏央道の内側において、発地と着地が同一なら

8 ば、都心部を経由した場合や、環状道路を経由した場合など、いかなる

9 経路を選択しても料金を等しくし、これを基本とした上で、混雑状況等

10 に応じた政策的な料金を導入すべきである。

11 ・また、首都圏内において、管理主体が異なる高速道路を跨いで利用す

12 る際などに課されるターミナルチャージについて、現在徴収している分

13 を走行距離に応じた料金に振り替えるなど、債務の確実な償還の観点

14 も考慮しつつ、1回の利用に対して1回分のみ課すべきである。

15 ・加えて、異なる料金体系間の継ぎ目において、高速道路本線に料金所

16 が多数設置されているが、シームレスな利用を実現し、安全性・快適性

17 を向上させるため、まずは、都市高速道路の旧料金圏の継目に位置す

18 る本線料金所から、撤去を進めるべきである。

19

20 ③政策的な料金の導入（戦略的な料金体系）

21 料金体系の整理・統一や起終点を基本とした料金を導入した上で、政

22 策課題を解決するため、対象となる路線や時間帯などを区切り、以下の

23 ような料金施策を実施することが必要である。

24 ＜混雑状況に応じた料金施策＞

25 ・環状道路等の有効活用を図ることによって、交通需要の偏在等によ

26 る混雑の緩和を図るため、混雑している経路におけるICTを活用した

27 料金の割増も含め、混雑状況に応じた料金を導入すべきである。

28 ・具体的には、圏央道の概成後、平成28年度より料金水準の整理・統

29 一や、起終点を基本とした料金を導入し、その交通に与える影響を

30 検証する。

31 ・その後、検証結果や環状道路整備の進捗状況等も踏まえ、曜日や

32 時間帯などを区切って、都心経由と環状道路経由の料金に一定の

33 差を設ける措置などから混雑状況に応じた料金の導入を開始する。

34 ・将来的には、諸外国の事例も参考に、ICTの普及状況を踏まえなが

35 ら、混雑状況に応じて一定時間毎に変動する機動的な料金を目指

36 すべきである。

37 ・なお、混雑状況に応じた料金の導入に合わせて、各経路における所

38 要時間や渋滞状況など、利用者が経路を判断するために必要な情

39 報を適切に提供することが重要である。
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1 ＜災害・事故発生時等における柔軟な料金施策＞

2 ・災害や交通事故等が発生した際に、利用者が発生箇所を迂回する

3 ため、代替路を走行した場合や、高速道路の外にある休憩施設等を

4 利用するため、一定時間内に一時退出した場合であっても、利用者

5 の負担が増えないような料金体系を構築すべきである。

6

7 ＜大型車の効果的・効率的な利用を促すための料金施策＞

8 ・大型車による効果的・効率的な利用を実現するため、都心部の交通

9 集中による環境や構造物への負荷の軽減等を促進する圏央道など

10 の環状道路の料金低減や都心部の通過交通に対する料金施策に

11 ついて検討を進めるとともに、特に構造物に致命的な損傷を発生さ

12 せる過積載について、重量計の適切な運用により違反が確認された

13 過積載車両に対する割引停止のあり方についても検討を進めるべき

14 である。
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1 （３）料金体系の確立にあたっての留意事項

2 首都圏における「三環状時代の新たな料金体系」の確立にあたっては、以

3 下に留意して、取組を進めることが必要である。

4 ＜道路ネットワーク整備の進展に合わせた導入＞

5 ・平成2７年度末の圏央道概成時、2020年の東京オリンピック・パラリンピック

6 開催時、三環状完成時などを念頭におきながら、環状道路を中心としたネ

7 ットワーク整備の進展に合わせて、地域の意見も聴取しつつ、料金体系の

8 確立に向けたロードマップを明らかにした上で、導入を進めるべきである。

9 ・均一料金区間や首都高速等における長距離利用料金の見直し、ターミナ

10 ルチャージ廃止分の振替などの料金体系の大幅な見直しにより、国民生

11 活や経済活動に大きな影響が生じることが懸念される場合には、環状道

12 路の整備の進捗状況も考慮して、段階的な見直しや負担増に対する一時

13 的な割引を実施するなど、激変緩和措置の導入が必要である。

14 ・なお、料金体系の整理・統一にあたっては、首都高速が対距離料金制に

15 移行した際に激変緩和のために導入した割引等を見直すことが必要であ

16 る。

17

18 ＜定期的な評価等による適切な実施＞

19 ・新たな料金体系の効果や周辺道路等への影響を判断するため、評価指

20 標を設定した上で、高速道路を含む道路ネットワーク全体の最新データに

21 よる定量的な分析により、定期的に評価を行うことが必要であり、特に割引

22 については、評価結果を踏まえ、継続、見直し、廃止のいずれとするかを

23 検討すべきである。

24 ・なお、政策的な料金の導入にあたっては、効果の程度や評価方法等につ

25 いて、事前の十分な検討が必要である。

26 ・高速道路ネットワーク全体を最大限活用するためには、高速道路会社相

27 互の連携を図りつつ、高速道路会社の積極的な取組を最大限引き出すこ

28 とが重要であり、企画割引のように自主的に料金を設定できる枠組みに加

29 えて、評価指標も活用し、高速道路会社に対して賢い利用を促進させよう

30 とするインセンティブを与えることが重要である。

31

32 ＜首都圏道路ネットワークとしての検討対象の広がり＞

33 ・本部会においては、圏央道の内側の道路ネットワークを検討対象として議

34 論を進めてきたところであるが、今後、渋滞状況なども踏まえながら、圏央

35 道外側に位置する北関東道や中部横断道なども視野に入れて、検討対

36 象を広げることについても、検討を進める必要がある。
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1 （４）新たな料金システムの構築

2 首都圏の道路ネットワークをより賢く使うためには、前述の料金体系の見直

3 しに加えて、様々な政策課題にきめ細かく対応できるよう、ETCの普及促進・

4 義務化を図るなど、料金システムを新たに構築することが必要であり、具体的

5 には、以下の取組を推進すべきである。

6

7 １）ETCの普及促進・義務化

8 ・経路毎の混雑状況に応じたきめ細やかな料金設定を可能とするため、利

9 用者にとって魅力的な機能の充実や必要な支援なども行いながら、経路

10 情報の安定的・効率的な把握が可能となるETC2.0の普及を促進する必

11 要がある。

12 ・また、ETC車と非ETC車の1台当たりの料金収受コストについて、例えば平

13 成25年度においては非ETC車はETC車の約5倍となっているなど、相当の

14 差があり、この差はETCの普及により更に拡大することから、負担の適正

15 化の観点により、現在の割引措置適用の取扱いなどに加え、非ETC車の

16 利用負担に関する更なる措置について検討すべきである。

17 ・料金徴収コストの縮減、経路情報のフィードバックなどによる利用者の利

18 便性の向上、さらには高齢社会や地域社会を支えるきめ細やかな料金体

19 系の実現等のため、車両ナンバー読み取りによる料金請求などの高速道

20 路の利用頻度の低い車両への段階的な対応、法制的課題、クレジットカ

21 ード契約をしない利用者への対応等について議論を重ねた上で、ETCに

22 よる料金支払の義務化に向けた検討を進めるべきである。

23

24 ２）オリンピック・パラリンピックなどに合わせた取組

25 ・オリンピック・パラリンピックなどの大型イベント時においては、公共交通の

26 利用促進やパークアンドライドなどによる交通モードの転換と合わせて、

27 料金施策を活用した道路交通の平準化や分散化、道路交通需要の低減

28 に向けた検討を進める必要がある。

29 ・その際、旅客輸送については、鉄道等の公共交通が分担し得るが、貨物

30 輸送については困難な部分があるため、高速道路において貨物車優先レ

31 ーンを設けるなど、円滑な貨物輸送の確保についても検討する必要があ

32 る。
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1 ３．その他

2 ［他の大都市圏の料金体系に関する検討］

3 首都圏の料金体系に関するとりまとめは、他の大都市圏にも共通するもの

4 であることから、これを基本としつつ、首都圏とともに日本経済を牽引する近畿

5 圏や中京圏の料金体系についても、ネットワーク整備の進展に合わせて、独

6 自の課題等について整理した上で、議論を進めることが必要である。

7

8 ［将来の高速道路の利用者負担のあり方］

9 大都市圏の料金体系のみならず、高速道路全体の料金や維持修繕・更新

10 に係る負担のあり方については、中間答申（平成25年6月）を踏まえ、以下に

11 ついて重点的に検討を進める必要がある。

12 ・国際競争力の強化や地域活性化等の観点から、料金水準の低減が交通

13 渋滞を引き起こす区間を除き、引き続き、料金の低減に向けた努力を払う

14 べきである。

15 ・本部会における議論の中で、今後の維持修繕・更新のための財源の確保

16 について懸念を示す意見が多数あり、

17 ①将来にわたり、高速道路において高いサービスレベルを維持し、必

18 要に応じて機能強化を図りつつ、適切な維持修繕・更新を実施する

19 ため、償還満了後も料金を徴収し続けること

20 ②一般道路における大型車対距離課金の導入など、幹線道路の将来

21 の維持管理費の負担のあり方

22 などについて、諸外国における事例も参考に、税金による負担との関係も

23 含め、これまで以上の課題認識をもって検討すべきである。

24 ・整備の経緯から料金を徴収している区間と徴収していない区間が混在し

25 ている路線や、現在は無料となっているものの、渋滞緩和などの課題を解

26 決するため、利用者負担のあり方について検討が必要な路線について

27 は、有料・無料の整理（例えば、一律低額有料化する、公的支援により有

28 料区間の無料化を図るなど）を検討すべきである。

29 ・民営化の経緯から、出資金も含めて建設債務の償還を優先するため、更

30 新事業に関する債務は、その償還が開始されるまで利息に伴い増加する

31 が、有利子債務を厳格に管理しつつ、出資金の償還時期の見直しなどに

32 より、全体として、利用者負担が減少するような対応が必要である。

33

34 あとがき

35 本部会では、賢く使う取組、首都圏の料金体系について、本年夏頃を目途に

36 とりまとめを行うこととしており、引き続き、これらの重要な課題に対し、更なる事

37 実の探求と議論を行い、積極的に検討を進めていくものである。

38 なお、生活道路における安全対策や、道路機能の集約化など、幹線道路以

39 外を主な対象とする取組については、道路政策全般を検討する基本政策部会

40 を中心として、議論を深めていくことが望まれる。


